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一般競争入札公告共通事項 

 
１ 入札に参加する者に必要な資格 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していな

いこと。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをした者に

あっては更生計画の認可がされていないもの又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

の基づく再生手続開始の申立てをした者にあっては再生計画の認可がなされていないもので

ないこと。 

（３）南山城村暴力団排除条例（平成２４年南山城村条例第２３号）第２条第３項に規定す

る暴力団員又は同上第４項に規定する暴力団員等でないこと。 

（４）一般競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」という。）の提出期間の最終日

から開札日までの期間において、京都府の工事等契約に係る指名停止等の措置要領に基づく

指名停止措置（以下「指名停止措置」という。）がなされていないこと。 

（５）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）等に抵

触する行為を行っていない者であること。 

（６）一般競争入札参加確認申請の時点において建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第２７

条の２３第１項に規定する経営事項審査について、有効な結果通知を受けている者であ

ること。 

（７）入札に参加する者に必要な資格における許可の種類及び営業所とは、建設業法第３条の 

規定による建設業の許可の種類及び営業所をいう。 

（８）入札に参加する者に必要な資格における業種とは、当該発注年度において、総合点を

付与された業種にあってはその工事種別、付与されず資格有りとされた業種にあってはその

工事種別という。 

（９）入札に参加する者にひるような資格における総合点とは、当該発注年度における最新

の総合評定値通知書記載の工事種別ごとの総合評定値をいう。 

（１０）入札に参加する者に必要な資格における配置予定技術者については、当該法人又は 

個人が直接雇用する技術者でなければならない。 

（１１）入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこ

と。 

ア 資本関係 

  以下のいずれかに該当する二者の場合 

（ア）子会社等（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２に規定する子会社

等をいう。以下同じ。）の関係にある場合 

（イ）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、（ア）については、会社等（会社法施行

規則（平成１８年法務省令第１２号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下

同じ。）の一方が民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２条第４号ｎ規定する再生手

続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第２条第７

項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。 

（ア）一方の会社等の役員（株式会社の取締役（指名委員会等設置会社にあっては執行

役）、持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の業務を執行する社員、

組合の理事又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）が他方の会社等の役員を現に兼

ねている場合。 

（イ）一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生法 

第６７条第１項の規定により選任された管財人（以下単に「管財人」という。）を現に

兼ねている場合。 

（ウ）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合。 

ウ その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合。 

組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合その他上記ア
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又はイと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。 

 

２ 設計図書の入手方法等 

（１）確認申請書等の入手方法 

ア 原則として、当該の公告に示す配布期間に京都府入札情報公開システム（以下「入札

情報公開システム」という。）の入札公告・入札情報からダウンロードすること。 

イ やむを得ず窓口配布を希望する場合は、該当の公告に示す配布期間（午前９時から午

後５時まで（正午から午後１時まで及び閉庁日を除く。））に、当該の契約条項を示す場

所へ問い合わせの上、入手すること。 

なお、配布の場合、確認申請書等は、当該工事の入札参加資格を満たす者に限る。 

（２）設計図書等の閲覧 

ア 閲覧設計図書（図面抜粋）については、入札情報公開システムの入札公告・入札情報か

らダウンロードできる。なお、設計図書については、図面中に記載の縮尺と差異が生じる

場合があるので注意すること。 

イ 閲覧設計図書の全部については、当該公告の示す閲覧期間（午前９時から午後５時まで

（正午から午後１時まで及び閉庁日を除く。））に、当該の契約条項を示す場所で閲覧する

ことができる。 

なお、閲覧設計図書の全部の入手を希望する場合は、当該の契約条項を示す場所に問い

合わせること。 

３ 入札参加資格の確認 

入札に参加を希望する者は、該当の公告に示す提出書類を提出し、入札参加資格の確認 

を受けなければならない。 

なお、本工事は、原則として京都府電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）

によって、入札参加の資格確認申請及び入札を行う対象工事である。 

機器の不具合等のやむを得ない理由から電子入札システムによりがたい者は、発注者の了

解を得て例外的に、紙入札方式によることができる。 

また、提出した書類に関し、契約担当者から説明を求められた場合は、それに応じなけれ

ばならない。 

（１） 提出方法 

 ア 電子入札システムにより入札に参加する者（以下「電子入札者」という）は、電子入札

システムにより該当の公告に示す提出書類を提出すること。 

   なお、一般競争入札参加資格確認資料（以下「確認資料」という。）の容量が総量で２メ

ガバイトを超える場合若しくは資格確認資料に正本が必要な場合は、その全部について当

該の契約条項を示す場所に持参又は郵送（申請書の受付期間内に必着させるとともに、郵

便書留等の配達記録が残る方法を利用するものに限る。）するとともに、確認申請書に資

格確認資料を別送する旨の表示、別送する書類の目録、別送する書類のページ数及び発送

年月日（郵送の場合に限る。）を記載したファイルを添付すること。 

イ やむを得ず、発注者の承諾を得て紙入札方式により入札に参加する者（以下「紙入札者」

という。）は、当該の公告に示す受付期間内（午前９時から午後５時まで（正午から午後１

時まで及び閉庁日を除く。））に、提出書類を該当の契約条項を示す場所にファクシミリ又

は持参すること。（紙入札者の郵送は認めない。） 

（２）その他 

ア 確認申請書及び資格確認資料の作成等に要する費用は、申請者の負担とし、提出された

書類は返却しない。 

イ 提出書類はＡ４版で作成し、１部提出すること。 

ウ 提出された書類は、本村において無断使用することはない。 

エ 虚偽の記載をした者は、当該工事の入札への参加を認めないとともに、指名停止措置を

行うことがある。 

 

４ 入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明 

入札参加資格がないと認められた者は、本村に対して、入札参加資格がないと認めた理由

（欠格理由）について、任意の様式による書面を、通知を受けた日の翌日から起算して５日
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（閉庁日を含まない。）を経過する日まで（午前９時から午後５時まで（閉庁日及び正午から

午後１時までを除く。））に持参した場合に限り、説明を求めることができる。（郵送又は電送

によるものは受け付けない。） 

なお、説明を求められた場合は、書面を受理した日の翌日から起算して５日（閉庁日を含

まない。）以内に、説明を求めた者に対して書面により回答する。 

 

５ 確認申請書、資格確認資料及び設計図書に関する質問回答 

（１）確認申請書、資格確認資料に関する質問は、電話等による問い合わせを随時受ける。 

（２）設計図書に関する質問については、別記様式に記入し、当該の公告に示す期限までに、 

ファクシミリで該当の契約条項を示す場所へ提出すること。（郵送、電子メール又は持参に

よるものは受け付けない。） 

（３）回答については、確認申請書及び資格確認資料に関する質問にあっては速やかに、設計 

図書に関する質問にあっては該当の公告に示す日に入札情報公開システムに掲載する。 

 

６ 入札手続等 

（１）入札の方法 

ア 電子入札者は、電子入札システムにより入札書及び工事費内訳書を提出すること。 

なお、工事費内訳書の容量が２メガバイトを超える場合は、当該の契約条項を示す場所

に持参又は郵送（入札期日までに必着させるとともに、郵便書留等の配達記録が残る方法

を利用するものに限る。）をするとともに、入札書に、工事費内訳書を別送する旨の表示、

別送する書類の目録、別送する書類のページ数及び発送年月日（郵送する場合に限る。）を

記載したファイルを添付すること。 

イ 紙入札者は、当該の公告に示す入札期間内（正午から午後１時まで及び午後５時から午

後６時までを除く）に該当の契約条項を示す場所へ入札書及び工事費内訳書を持参するこ

と。 

（２）入札書受付期間 

   入札書受付期間のうち、最終日は、トラブル発生処理等の予備日とするため、原則最終

日の前日までに入札書を提出すること。 

（３）入札書に記載する金額 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する

額を加算した金額（１円未満の端数は切り捨てるものとする。）をもって落札価格とする

ので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問

わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

なお、入札書に記入する金額は千円止めとする。千円未満まで記入した入札書も有効と

するが、千円未満は切り捨てるものとする。 

（４）工事費内訳書 

ア 入札書の投函に併せ、工事費内訳書を提出すること。 

イ 入札書に記載する金額は、工事費内訳書の工事価格（消費税相当額を除く合計金額）に

一致させること。 

ウ 工事費内訳書の様式は自由であるが、記載内容は本公告で指示した金抜き設計書の項目

に一致させることとし、作成の範囲は、別紙留意事項による。 

なお、合計金額（消費税込み）は、予定価格以下で作成すること。 

また、工事費内訳書の表紙には、工事名、工事番号及び商号（名称）を記載すること。 

エ 工事費内訳明細書は、参考図書として提出を求めるものであり、入札及び契約上の権利

義務を生じるものではない。 

（５）入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

ア 当該公告の入札参加資格要件に掲げる資格のない者の行った入札 

イ 確認申請書又は資格確認資料の確認を受けていない者の行った入札 

ウ 確認申請書又は資格確認資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

エ 同じ入札に２以上の入札（他人の代理人としての入札及び他人の IC カードを使用して

の入札を含む。）をした者の行った入札 
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オ 他人の IC カードを不正に取得し、名義人になりすまして入札に参加した者の行った入  

札 

カ 代表者が変更になっているにもかかわらず、変更前の代表者の IC カードを使用して入

札に参加した者の行った入札 

キ 不正の目的を持って IC カードを使用した者の行った入札 

ク 入札に関し不正の利益を得るための連合その他の不正行為をした者又はその疑いのあ

る者の行った入札 

ケ 入札参加資格確認後、指名停止措置を受けて開札時点において指名停止期間中である者、

指名停止期間中である構成員を含む共同企業体等、開札時点において入札に参加する者に

必要な資格のない者の行った入札 

コ 金額を訂正した又は金額が特定できない入札書で入札した者の行った入札 

サ 氏名、印鑑（電子署名を含む。）若しくは重要な文字が誤脱又は不明瞭のため、入札参加

者あるいは対象案件が特定できない入札書（封筒を含む。）で入札した者の行った入札 

シ 入札関係職員の指示に従わない等入札の秩序を乱した者の行った入札 

ス 所定の入札保証金の納付又はこれに代わる担保の提供を行わない者。ただし、入札保証

金免除の場合は、この限りでない。 

セ 開札時において有効な工事費内訳明細書の提出がなかった者の入札 

ソ 他人の名前又は他の商号が記載された内訳書を提示、又は提出した者の行った入札 

タ 入札金額と異なる内訳書の合計金額（消費税及び地方消費税相当額を含まない額）を提

示、又は提出した者の行った入札 

チ 開札日において有効な経営事項審査の結果通知のない者の行った入札 

ツ その他入札条件に違反した者の行った入札 

（６）入札の辞退 

入札に参加できない事情がある場合には、入札を辞退することができる。辞退する場合、

入札書を提出するまでの間は電子入札システムにおいて辞退の登録を行うものとし、入札

書を提出以降、開札の開始に至るまでの間は入札辞退届を当該の契約条項を示す場所へ持

参すること。また、電子入札における紙入札者については、開札の開始に至るまでに入札

辞退届を持参すること。 

なお、正当な理由なく入札を辞退した場合は、指名停止措置を行うことがある。 

（７）契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

（８）契約書作成の要否 

要する。 

（９）持参による入札 

 ア 入札書は、表封筒に開札日、工事名及び入札書が在中している旨を記載すること。 

 イ 入札書と同時に工事費内訳書を提出すること。 

 ウ 提出された入札書の書き換え、引き換え及び撤回はできない。 

 

７ 入札保証金 

免除する。 

 

８ 契約保証金 

落札者は、予定価格が５００万円以上の工事については、契約金額の１００分の１０以上

の額の契約保証金を契約締結と同時に納入しなければならない。この場合において、銀行そ

の他契約担当者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関

する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。）の保

証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工事履行保証証券による保証を付し、

又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。 

９ 違約金 

落札者が契約を締結しないときは、落札金額の１００分の５相当額の違約金を徴収する。 

南山城村暴力団排除条例（平成２４年３月６日南山城村条例第２３号）第１０条第５項の

規定による「誓約書」を発注者が指定する日までに提出しないため契約しない場合、技術者
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の専任を求める工事において、配置予定技術者調書に記載された技術者を配置しない場合又

は技術者が資格要件若しくは専任要件を満たさないことが判明した場合も同様とする。 

１０ 契約書の作成 

落札者の決定後、落札決定通知書で指定した日までに作成し提出すること。 

１１ 入札の中止 

村長は、一般競争入札を行うにあたり、不正その他の理由により競争の実益がないと認め

るとき又は天災地変等のやむを得ない事由が生じたときは、入札の執行を取り消し又は中止

することができる。 

１２ その他 

（１）入札参加者は、本公告文、設計図書及び仕様書を熟読し、入札心得を遵守すること。 

（２）電子入札にあっては、「南山城村電子入札運用基準」を遵守すること。 

（３）確認申請書又は資格確認資料に虚偽の記載をした場合は、指名停止措置を行うことがあ

る。 

（４）無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消す。 

（５）開札後、契約を締結するまでに落札者（共同企業体が落札者である場合は、当該共同企

業体及び各構成員）が指名停止措置等に該当する行為を行ったときは、当該落札決定を取

り消すことがある。 

（６）予定価格以下で入札することができない場合は、入札を辞退すること。 

なお、入札に参加した者が予定価格を上回る価格で入札した場合、失格とする。また、指

名停止措置を行うことがある。 

（７）工事請負契約書第１０条第１項第１号に規定する現場代理人については、請負者との直

接的かつ恒常的な雇用関係のある者から選任し、また、工事現場に常駐しなければならな

いことから他の工事との兼務はできない。ただし、契約書第１０条第３項に定める規定に

よる場合はこの限りでない。 

なお、これに違反した場合は、契約の解除及び指名停止措置を行うことがある。 

（８）南山城村暴力団排除条例第１０条第５項の規定により「誓約書」を提出すること。 

   なお、誓約書を提出しない場合は、契約しない。 

（９）落札者は原則として資格確認資料で記載した配置予定技術者を当該工事に配置すること。 

（10）開札の前後にかかわらず、入札参加者が一者のみの場合は、入札を中止することがある。 

（11）発注担当職員に対する非公開情報の不正な聞き出し等については、公表し当事者に指名

停止等の措置を行う。 

（12）落札者は、「京都府が発注する建設工事に係る元請下請関係適正化及び労働環境の確保

に関する指針」（以下「元下指針」という。）を遵守すること。 

   なお、正当な理由なく発注者の指示に従わない場合は、契約の解除、指名停止等の措置

を行う。 

（13）下請負は、原則建築一式工事では３次以内、建築一式工事を除く建設工事では２次下請

以内とするものとする。なお、下請次数がこれを超える場合は、重層下請理由書及び定め

られた次数を超える重層下請に係る全ての賃金台帳の写しを提出すること。 
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（参考様式１） 

入  札  書 
 
 

金   額 

 
 
 

工事番号 
 

工 事 名 
 

工事場所 
 

 
    上記のとおり工事設計書、仕訳書、図面及び実地を熟覧し、入札の諸条件 
   を承諾の上、入札します。 
 
 
 
   令和   年   月   日 
 
 
 
    住    所 
    氏名又は名称                           ㊞ 
 
 
 
 
  
     

 南山城村長         様 

  （備考）入札書は、入札用封筒に入れて封印等の処理をすること。 
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（参考様式２） 
 
 

委  任  状 
 

 

   私は               ㊞ をもって代理人と定め、南山城村が発注

する 

  工事に係る下記の権限を委任します。 

 

記 

 

  委任事項  工事入札に関する権限 

 

         工事番号 

 

         工 事 名 

 

         工事場所 

 

 

  委任期間  令和   年   月   日から 

 

        令和   年   月   日まで 

 

 

   おって、本委任状は、当事者双方の連署がなければ、委任の解除は効力なきもの 

 

  とする。 

 

   令和   年   月   日 

 

        住 所 

        委任者                         ㊞ 

 

        住 所 

        受任者                         ㊞ 
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（参考様式３） 

 

 

入 札 辞 退 届 
 

 

   工事番号                     

 

   工 事 名                             

 

   工事場所                             

 

 

  この度、上記工事の指名を受けましたが、下記理由により入札を辞退します。 

 

記 

 

理由                                  

                                    

 

 

  令和   年   月   日 

 

 

  住    所                           

 

  氏名又は名称                         ㊞ 

 

 

 

  南 山 城 村 長         様 
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入札用封筒 参考例 

 

 

 

 

 

 

  

入札用封筒

（表面） 

工事番号 
工事名 
入札日  
入札者住所氏名・押印 ㊞ 
※代理人の場合はその氏名を記入し押印 

入札書 

封印 封印 

入札用封筒

（裏面） 

南山城村長 様 

封印 


